東京都児童福祉審議会第１回本委員会　議事録

１　日時　平成２２年１１月４日（木曜日）
２　場所　第一本庁舎　４２階北側　特別会議室B　
３　議事　

（１）委員長・副委員長の選任

（２）里親認定部会・子供権利擁護部会・児童虐待死亡事例等検証部会の設置ついて

（３）専門部会の設置について

４　報告

里親認定部会・子供権利擁護部会・児童虐待死亡事例等検証部会の審議状況について
５　出席委員

　　網野委員長、庄司副委員長、石阪委員、石﨑委員、磯谷委員、加藤委員、佐藤委員、

高田委員、高野委員、花崎委員、福田委員、松平委員、松原委員、秋山委員、

小野委員、高塚委員、平湯委員、渡邊委員
５　資料
資料１　　東京都児童福祉審議会委員名簿

資料２　　東京都児童福祉審議会行政側名簿

資料３　　東京都児童福祉審議会条例及び施行規則

資料４　　東京都児童福祉審議会里親認定部会について

資料５　　東京都児童福祉審議会子供権利擁護部会について

資料６　　東京都児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会設置要綱

資料７　　東京都児童福祉審議会答申・意見具申等一覧

資料８　　東京都児童福祉審議会各部会の審議状況

資料９　　東京都保育計画の概要

資料１０　保育所制度改正に関する国の動向

資料１１  虐待相談のあらまし（２０１０年版）
　　　　＜参考資料＞
　　　　　　・　２０１０社会福祉の手引

・　２０１０版東京の福祉保健

・　次世代育成支援東京都行動計画（後期）
　　　　　　・　東京都のほっとファミリーとは

　　　　　　・　児童相談所のしおり２０１０（平成２２年）版　
東京都児童福祉審議会第１回本委員会　（平成２２年１１月４日開催）


午後６時５９分

○稲葉少子社会対策部計画課長　お待たせをいたしました。本日は、お忙しい中ご出席をいただきまして、ありがとうございます。定刻よりも若干早いですが、おくれますという連絡のありました委員の方以外おそろいでございますので、始めさせていただきたいと思います。

　　私は、当審議会の事務局の書記を担当させていただきます福祉保健局少子社会対策部計画課長の稲葉と申します。よろしくお願いいたします。

　　開会に先立ちまして、委員の方のご出席について報告をさせていただきます。

　　本審議会の委員数は、今期２６名でございます。本日ご出席とお返事をいただいております委員は１９名、所用のためご欠席ですが委任状をいただいている委員は６名でございますので、定足数に達することをご報告させていただきます。
　　次に、お手元に会議資料が配付してございますので、大変お手数ですが、確認をお願いいたします。

　　右上に資料番号が付してございます。資料１は、「東京都児童福祉審議会委員名簿」が１枚。

　　次のページの資料２が「東京都児童福祉審議会行政側名簿」が１枚。
　　次のページが資料３、「東京都児童福祉審議会条例及び施行規則」、３枚の資料になっております。

　　次の資料４が「東京都児童福祉審議会審議会里親認定部会について」、１枚の資料でございます。

　　資料５、「東京都児童福祉審議会子供権利擁護部会について」、１枚の資料でございます。

　　資料６、「東京都児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会設置要綱」、２枚の資料でございます。

　　資料７は、ホチキスどめしてございます「東京都児童福祉審議会答申・意見具申等一覧」、８枚の資料となります。

　　次に資料８、同じくホチキスどめの「東京都児童福祉審議会各部会の審議状況」。

　　資料９がホチキスどめの「東京都保育計画の概要」、３枚。

　　資料１０、「保育所制度改正に関する国の動向」で１枚。

　　資料１１はパンフレットでございますが、「虐待相談のあらまし（２０１０年度版）」になります。

　　参考資料といたしまして机上に置かせていただいております冊子等でございますが、「２０１０社会福祉の手引」、「２０１０版東京の福祉保健」、「次世代育成支援東京都行動計画」緑色のもの、それから「東京都のほっとファミリーとは」という薄い小さなリーフレット、それから「児童相談所のしおり２０１０」というのが、次世代計画、ちょっと厚い冊子の一番下のほうにあるかと思います。
　　もし資料の不足等がありましたら、途中でもお声をかけていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

　　なお、本日の審議会は公開となってございます。後日、議事録につきましては東京都のホームページに掲載されますので、ご了承いただければと思います。

　　それでは、ただいまから今期第１回東京都児童福祉審議会本委員会を開催いたします。

　　本日は、委員改選後の初めての審議会でございますので、委員長が選任されるまでの間、事務局で進行を務めさせていただきたいと存じます。

　　最初に、新たな審議会の発足に当たりまして、委員の皆様方の紹介をさせていただきます。恐れ入りますが、資料１の委員名簿に沿ってご紹介をさせていただきます。名簿は五十音順になっておりますので、よろしくお願いいたします。
　　まず、網野武博委員でございます。

○網野委員　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして、石阪丈一委員でございます。

○石阪委員　よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして、石﨑朝世委員でございます。

○石﨑委員　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして、磯谷文明委員でございます。

○磯谷委員　磯谷です。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　名簿で次の柏女霊峰委員は、所用のため欠席でございます。

　　続きまして、加藤尚子委員でございます。

○加藤委員　加藤です。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　名簿順、次の木村一優委員及びくまき美奈子委員は、所用のため欠席でございます。

　続きまして、佐藤麻由美委員でございます。

○佐藤委員　佐藤と申します。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして、庄司順一委員でございます。

○庄司委員　庄司です。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　高田真里委員でございます。

○高田委員　高田です。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　高野篤雄委員でございます。

○高野委員　高野でございます。よろしくお願いいたします。
○稲葉少子社会対策部計画課長　名簿順で次の高橋重宏委員及び成澤廣修委員は所要のため欠席でございます。

　　続きまして、花崎みさを委員でございます。

○花崎委員　花崎でございます。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして福田豊衍委員でございます。
○福田委員　福田でございます。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　松平隆光委員でございます。

○松平委員　松平です。どうぞよろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　松原康雄委員でございます。

○松原委員　松原でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　秋山千枝子委員でございます。
○秋山委員　秋山です。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　小野和哉委員でございます。

○小野委員　小野でございます。どうかよろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　高塚雄介委員でございます。

○高塚委員　高塚でございます。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　名簿順、次の高橋利一委員及び中板育美委員は、所用のため欠席でございます。

　　続きまして、平湯真人委員でございます。

○平湯委員　平湯でございます。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　村井美紀委員でございます。村井委員は、おくれていらっしゃるとの連絡を受けておりますので、続きまして、渡邊淳子委員でございます。

○渡邊委員　渡邊でございます。よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　以上２６名の委員のご紹介を終わらせていただきます。

　　次に、東京都の行政側の出席者を紹介させていただきます。恐れ入りますが、次の資料２、行政側の名簿に沿って紹介をさせていただきます。
　　まず、杉村福祉保健局長でございます。

○杉村福祉保健局長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　幹事でございますが、幹事長を務めます福祉保健局少子社会対策部長の雜賀でございます。

○雜賀少子社会対策部長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　幹事を務めます福祉保健局企画担当部長の日置でございます。

○日置企画担当部長　日置でございます。よろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく福祉保健局事業推進担当部長の角田でございます。
○角田事業推進担当部長　角田でございます。よろしくお願いいたします。
○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく福祉保健局児童相談センター次長の我妻でございます。

○我妻児童相談センター次長　どうぞよろしくお願いします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　続きまして書記でございますが、福祉保健局少子社会対策部育成支援課長の平倉でございます。
○平倉少子社会対策部育成支援課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく当部保育支援課長の多田でございます。
○多田少子社会対策部保育支援課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく同部事業推進担当課長の國吉でございます。

○國吉少子社会対策部事業推進担当課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　その他、関係管理職員でございますが、福祉保健局総務部企画担当課長の奈良部でございます。

○奈良部総務部企画担当課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく福祉保健局少子社会対策部家庭支援課長の寺西でございます。

○寺西少子社会対策部家庭支援課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　同じく同部次世代育成支援担当課長の中島でございます。

○中島少子社会対策部次世代育成支援担当課長　よろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　その他関係職員が出席させていただいておりますが、資料２をもって紹介にかえさせていただきます。
　　それでは、議事に先立ちまして、杉村福祉保健局長からごあいさつを申し上げます。
○杉村福祉保健局長　改めまして福祉保健局長の杉村です。よろしくお願い申し上げます。東京都の児童福祉審議会の開催に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。

　　委員の皆様には、日ごろから東京都の児童福祉行政につきましてご理解とご支援を賜りまして、まことにありがとうございます。そしてこのたびは、大変ご多忙の中、児童福祉審議会の委員をお引き受けいただきまして、重ねて御礼を申し上げます。
　　近年、東京におきましては、核家族化の進行、就業形態の多様化、そして近隣関係の希薄化など、子供や子育て家庭を取り巻く環境が大きく変化をいたしまして、子育てに対する負担感の増大や、子育て家庭の孤立化が進んでおります。また、離婚や死別によるひとり親家庭の子供や、虐待を受けた子供、あるいは障害のある子供など、特別な支援が必要な子供たちが大変増えております。こうした中で、現在の子供たちはもとより、次世代を担う子供たちの健やかな育ちを支えていくためには、すべての子供の育ちと子育てを、社会全体で支えていくことが求められております。
　　東京都は、これまでも都市型保育ニーズに的確に対応するために、都独自の認証保育所制度や都型学童を創設いたしますとともに、児童相談所の機能強化や、児童虐待防止機能を担う先駆型子供家庭支援センターの設置促進、そして虐待を受けた子供に対し専門的ケアを行う専門機能強化型の児童養護施設の拡大など、子供に関する課題の解決に向けて全国に先駆けたさまざまな取り組みを進めてきたところでございます。今年４月には、今年度から５カ年を計画期間とする次世代育成支援東京都後期行動計画を策定いたしまして、福祉・保健・医療をはじめとして教育・労働・住宅など幅広い分野で多様な施策を推進していくこととしております。

　　いずれにいたしましても、児童福祉行政の分野には大変課題が山積をいたしております。広域的自治体である東京都が、地域の実情を踏まえまして、時代のニーズを的確にとらえながら、効果的な施策を総合的に展開していくためには、委員の皆様の知識や経験に基づくさまざまなご意見をちょうだいし、都の施策に生かしていくことが必要不可欠でございます。本審議会の委員の皆様には、東京の児童福祉の向上・発展のため、今後２年間という長い期間にわたりまして特段のお力添えを賜りますよう、お願いを申し上げまして、私のあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。
○稲葉少子社会対策部計画課長　それでは、会議次第に従いまして議事に入らせていただきます。

　　本日は、改選後初めての審議会でございますので、児童福祉法第９条に基づきまして委員長１名、副委員長１名を互選により選出することとなっております。このことについてはいかがいたしましょうか。

○松原委員　大変僭越ではございますが、これまでの児童・家庭福祉分野でのご経験、ご実績が非常に豊富であり、また、前期も委員長としてすぐれた調整力を発揮されました網野武博委員に委員長をお引き受けいただけたらと思います。
　　また、副委員長については、委員長に一任して選任していただくのがよいかと思います。
○稲葉少子社会対策部計画課長　ただいま松原委員から、委員長には網野委員、副委員長につきましては委員長に一任してはどうかというご発言がございました。皆様いかがでございましょうか。もしご異議がなければそのように決めさせていただいてよろしいでしょうか。
（「異議なし」の声あり）
○稲葉少子社会対策部計画課長　それでは、本審議会の委員長は網野委員、副委員長は委員長に一任ということで決定をさせていただきます。

　　網野委員、大変恐れ入りますが、委員長席にお移りいただけますでしょうか。
（網野委員長、席に移動）

○稲葉少子社会対策部計画課長　それでは、網野委員長に一言ごあいさつをお願いいたします。
○網野委員長　ただいま委員長に指名を受けました網野でございます。私、これまでもこの役を仰せつかりましたが、もうそろそろよろしいのではないかとも思っていたりしておりますが、ほんとうに東京都は児童福祉分野、子育て支援分野、そして子育てにさまざまにかかわる分野で、時には先駆的に活動を進めてきましたことをよく存じています。近年非常に大きな課題を抱えている中で、微力ではありますが、お役に立てればと思いましてお引き受けさせていただきます。

　　先ほど局長のごあいさつにもありましたように、非常に大きな変化の中で、さらには新しく子ども・子育て新システムの構想が着々と動いております。次世代育成のための支援計画もいよいよ後期５年間を迎えるという中で、これまでも重要な部会での審議、そしてその影響力を持って東京都の子供たちのためにさまざまな活動が広がっております。おそらく今期もさまざまな分野でこれからご審議いただくことになると思いますが、いろいろな分野を代表しておられます皆様方、そして都民の代表の委員の皆様方、英知を結集して、よりよい審議を進めたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　ありがとうございました。

　　それでは、網野委員長、副委員長のご指名をお願いいたします。

○網野委員長　それでは、副委員長は、児童福祉の分野で非常に経験が豊富で、また、さまざまな実績もございまして、特に前期においても副委員長をお願いいたしました庄司順一委員に引き続いてお願いしたいと思います。いかがでしょうか。

（「異議なし」の声あり）
○網野委員長　ありがとうございます。それでは、庄司委員に副委員長をお願いしたいと思います。どうぞ、こちらの席にお移りください。

（庄司副委員長、席に移動）

○網野委員長　それでは、庄司副委員長にごあいさつをお願いいたします。

○庄司副委員長　ただいま網野委員長から副委員長にというご指名をいただきました。この児童福祉審議会は東京都のものですけれども、東京都の動向というのは、都内に限らず日本全体にもいろいろな影響を与えると思います。今の子供、家庭をどう支援していくかということとともに、今の子供たちが２０年後、３０年後の東京あるいは日本を支える人たちになっていくわけで、ここでの議論というのはとても大事なものだと思います。網野委員長のもとで、皆さん方のご協力を得ながらこの会を進めていきたいと思いますので、どうかご協力よろしくお願いいたします。
○稲葉少子社会対策部計画課長　ありがとうございました。

　　それでは、この後の進行は委員長にお願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○網野委員長　それでは、議事に沿って進めていきたいと思いますが、まず、児童福祉審議会では、東京都児童福祉審議会条例施行規則第５条第１項によりまして必要に応じて部会を置き、同条第５項により部会の議決をもって審議会の議決とすることができるということになっております。そこで、議事の（２）にありますが、里親認定部会、子供権利擁護部会、児童虐待死亡事例等検証部会の設置及び委員の選任についてお諮りしたいと思います。
　　この審議会では、これまで、里親の認定の諮問につきましては里親認定部会を開きます。そして、児童もしくはその保護者の意向が児童相談所の措置と一致しないときという法律の条文がありますが、その場合の一定の事例の諮問については子供権利擁護部会を設けておりました。さらに、児童虐待の重大事例の検証につきましては児童虐待死亡事例等検証部会を設けて審議を重ねてまいりました。

　　この３つの部会を今期も同様に設置したいと思います。これらの部会につきまして、まず事務局から説明をお願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　それでは恐縮ですが、お手元の資料４から６に沿ってご説明を申し上げます。

　　初めに資料４、「東京都児童福祉審議会里親認定部会について」の資料をごらんいただけますでしょうか。
　　１つ目の里親認定部会でございますが、設置の目的といたしましては、児童福祉法施行令第２９条によりまして、里親の認定をするときには児童福祉審議会の意見を聞かなければならないとされております。これらの事項の審議に当たりましては、個別のケースについて法律等の専門的な見地から詳細かつ迅速に検討することが必要であるため、本審議会に里親認定部会を設置して審議を行うこととしたいと考えております。

　　２番として、里親認定部会の審議事項とございますが、里親認定部会におきましては、里親を認定するとき、及び里親の登録の更新に当たりまして更新の登録が不適当と認められるときにご意見をいただきますとともに、（３）にございますが、里親の更新の登録を行ったときは部会に報告をいたすことになっております。

　　次に資料５でございますが、「東京都児童福祉審議会子供権利擁護部会について」でございます。子供権利擁護部会についての設置の目的ですが、児童福祉法第２７条第６項、同法施行令第３２条によりまして、児童相談所が施設入所等の措置をとるに当たりまして、児童や保護者の意向と児童相談所の処遇方針が異なる場合などは児童福祉審議会の意見を聞かなければならないとされております。これらの事項の審議に当たりましては、個別のケースにつきまして、法律、医療、心理などの専門的な見地から、詳細かつ迅速に検討することが必要であるため、子供権利擁護部会を設置し審議を行うこととしたいと考えております。

　　２番の子供権利擁護部会の審議事項についてでございますが、児童または保護者の意向と児童相談所の措置が一致しない事例及び児童相談所長が必要と認める事例について意見をお聞きいたしますとともに、（３）にありますが、緊急を要する場合であらかじめ諮問するいとまがないときは、事後に直近の部会に報告をすることとなります。また、平成１６年度から実施をしております、（４）のところにありますが、子供の権利擁護専門相談事業におけます特に困難な事例への助言をいただきますとともに、（５）、平成２１年度からは被措置児童等虐待について都が講じた措置についても意見をいただくこととしております。

　　次に、資料６、こちらは東京都児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会の設置要綱でございます。死亡検証部会については、設置要綱に基づいて設置が定められております。

　　一番初めの（目的）のところにございますが、第１ということで、死亡検証部会は、児童虐待の再発防止策を検討するため、児童虐待の死亡事例等の検証を行うことを目的として設置をするものでございます。第２のところに所掌事項とございますが、所掌事項は、児童虐待の防止に関する法律第１３条の４の規定に基づきまして、都から報告を受けた児童虐待事例の事実関係を明確にし、問題点及び課題の抽出を行うこと、また、事例の問題点及び課題を踏まえまして、実行可能性を勘案しつつ再発防止ための提言をまとめ、都に報告することなどとなっております。

　　以上、簡単ではございますが、３つの部会の説明でございます。
　　なお、検証部会につきましては、前々期の審議会で新たに立ち上げました関係で、要綱で既に設置が定められておりますので、本審議会での設置の議決は行わないということになっております。

　　以上が部会の概要でございます。

　　なお、これらの部会に属する委員の先生方につきましては、東京都児童福祉審議会条例施行規則第５条第２項によりまして、委員長が専門的知識を有する委員の中から指名することとなっております。

　　説明は以上でございます。
○網野委員長　ありがとうございました。
　　ただいまの説明の中にもありましたが、児童虐待死亡事例等検証部会は既に設置されているということでして、本日のこの委員会では、東京都児童福祉審議会条例施行規則第５条第１項によりまして、里親認定部会、そして子供権利擁護部会を設置して、それぞれ、資料に記載されておりました職務につきまして、施行規則第５条第５項によります部会の議決をもって審議会の議決とするとなっておりますので、それで進めてよろしいでしょうか。――それでは、各部会の委員の選任について進めていきたいと思います。
　　まず、里親認定部会ですが、これにつきましては、事柄の性質から、司法、児童福祉施設に携わっている方、学識経験者の方などになっていただきたいと思います。したがいまして、磯谷委員、庄司委員、高野委員、花崎委員、高橋利一委員、５人の方にお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。――はい、それではよろしくお願いします。

　　次に、子供権利擁護部会につきましては、審議に十分な専門性を確保するということから、医療、司法分野の専門家の方、そして学識経験者の方になっていただきたいと思います。したがいまして、石﨑委員、加藤委員、木村委員、高橋重宏委員、松原委員、村井委員、渡邊委員、以上の７人の方にお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。――はい、ありがとうございます。

　　次に、児童虐待死亡事例等検証部会につきましては、幅広い分野での専門性を確保するという観点から、医療、司法、保健分野の専門家の方、そして学識経験者の方になっていただきたいと思います。また、本部会は、年間を通して引き続き継続して審議する必要がありますので、前期と同じ委員を選任させていただきたいと思います。したがいまして、松原委員、秋山委員、小野委員、高塚委員、中板委員、平湯委員、以上の６人の方にお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。――はい、ありがとうございます。
　　それでは、今お願いいたしました委員で構成される部会で新たに進めたいと思います。よろしくお願いいたします。
　　それでは次に、議事の（３）専門部会の設置についてとなっておりますが、この議題に入りたいと思います。この件につきまして、まず事務局からご説明をお願いいたします。
○稲葉少子社会対策部計画課長　恐れ入りますが、お手元の資料７、東京都児童福祉審議会答申・意見具申等一覧、ホチキスどめの資料をごらんいただけますでしょうか。
　　過去の審議会におきましては、都が取り組むべき重要課題をテーマとして選定いたしまして、専門部会を設置して審議を重ねまして、都のあるべき施策の方向性について最終的に報告書などの形にまとめて提言等を行ってまいりました。近年では、一番最後のページになりますが、８ページと振ってございますが、１８年度のところで「少子社会の進展と子どもたちの自立支援」最終提言、それから、「社会的養護の下に育つ子どもたちへの専門的ケアのあり方について」をご提言いただいております。前期の審議会におきましては３つの部会のみの審議となりまして、専門部会を設置して具体的なテーマを選定した審議等をいただく機会がございませんでした。しかしながら、子供や子育て家庭を取り巻く環境の変化が著しいことを踏まえれば、今期につきましてはぜひとも専門部会を設置して、その時々の課題に応じた審議テーマを設定し審議を進めていくという形をとりたいと考えております。
○網野委員長　ありがとうございました。
　　ただいま事務局から資料７に基づきまして説明をいただきました。１８年度、２０年度、これがある意味では最も新しい提言などでございまして、その後、特に専門部会を設置していなかったというお話でしたが、ぜひ今回は専門部会を設置して重要なテーマについて審議したいということでございます。
　　先ほど庄司副委員長がごあいさつの中でお話がありましたが、例えばこの新しい最近の提言につきましても、これはほんとうに全国的にも非常に影響力を持つ重要な内容でありました。このようなことを考えていきますと、ほんとうに東京の提言あるいは答申が大きな意味を持つことがよくあります。そこで、今回は具体的にどのような専門部会を開くかということが重要になってくるかと思います。事務局のほうでは、具体的な審議テーマなどにつきまして、お考えはありますでしょうか。
○稲葉少子社会対策部計画課長　１つには、現在、国会で審議中となっております法案の１つに、地域主権一括法案に関連した動きがございます。この法案が成立いたしますと、これまで厚生省令で定められておりました児童福祉施設の最低基準を都道府県が条例で定めるということになります。法案の成立時期が当初よりおくれていることもございまして、まだ具体的なテーマを設定できるところまでは至っておりませんが、これまでのように全国一律の基準となるものばかりでなく、地域の実情に応じて国が示す基準とは異なる基準を場合によっては定めることが許容されるものとなっておりますので、この基準の設定に当たりまして早急に専門部会でご意見をいただくことが必要になるものと考えております。

　　また、２つ目といたしましては、こういった緊急的な課題とは別に、少し時間をかけて皆様方にご審議いただくテーマについては、委員長、副委員長ともご相談の上、改めて審議会にお諮りしたいと考えております。
　　なお、委員の構成につきましては、児童福祉審議会条例施行規則第５条により、委員長が審議会委員の中から指名することになっておりますので、この専門部会のテーマが確定し次第、委員長からご指名をいただけないかと考えております。

　　以上でございます。

○網野委員長　事務局からはテーマについて２つ提案がございました。１つは、国会で審議中、ちょっとストップしておりますが、地域主権一括法案と関係するものとして緊急的なテーマということで、具体的には児童福祉施設の最低基準に関することが挙げられました。また、それとは別に、本日は具体的にはテーマとしては示されておりませんが、後日改めて審議していただきたいということで、テーマをお示ししたいということです。
　　まず１つ目ですが、ご承知のように現在、国会の審議状況がちょっと先が見えない状態でありまして、この地域主権関連法案がどのようになるか、まだはっきりしておりません。しかしながら、場合によってはすぐにでも動き出す必要があるということを踏まえますと、専門部会における具体的なテーマの設定につきましては、もし特段のご意見がなければ、私のほうで副委員長、事務局と調整して進めていきたいと思いますが、いかがでしょうか。

○平湯委員　臨時委員の平湯でございます。座ったままで失礼します。
　　本日、ここに参りますについて、児童福祉審議会でご意見、ご議論をしていただくとありがたいと思ったことが２つほどございます。１つは、今の１番目のことでございますけれども、一括法案、特に最低基準の問題については児童福祉施設における子供の処遇ということから、ナショナルミニマム、国家基準がふさわしいとして今までされてきたわけでございますけれども、一括法案全体についての意見を申し上げるわけではございません。児童福祉施設についての最低基準というのは、国が引き続き責任を持つべきでないかという意見も随分多くございます。私も個人としてはそう思っておりますが、いろいろ検討は十分される必要があると思いますし、活発な議論が審議会でされることは望ましいのではないかと。その一括法案が通るということを見越して、その準備を今からするという面もそれは１つあり得るかと思いますけれども、東京都における福祉現場の実情からして、どういう方向が望ましいのかという東京都なりの議論も、あるいは意見も国会の審議に反映させるという必要もあるのではないかとも思います。そういう意味で、専門部会という形のご提言は、きょうお聞きして、なるほどと思いまして、そこの枠で議論されることはむしろ望ましいかと思いますけれども、そういう取り上げ方については、そういうご配慮をお願いしたいというのが１つ目でございます。
　　それから２つ目に議論をお願いしたいと思っていたのは、特別区に児童相談所を移管するという件で、これは従来、審議会の審議経過の中に議論されたことがあるのかどうか、ちょっとよくわかりませんので、さっきぱらぱら拝見したんですけれども、どうもそれらしいのが見当たらなかったのです、探し足りないのかもしれませんが。この問題というのは、特別区、東京都の場合には区だけではございませんけれども、区市町村でやってきた、これまで築き上げてきた子供家庭支援センターとの関係で、児童相談所を設置するということがどういうことになってくるのか、似たような事例というのは、東京都以外でも、政令市とか中核市が児童相談所を設置するようになって、そこがどう変わったのか、影響を受けたのかというのも検証されているのかもしれませんが、東京都の場合には格別、子供家庭支援センターの先駆的な役割との関係で、具体的にどうなるのかというのは、これは新聞報道でしかわかりませんが、十分審議会で審議されるべきことではないだろうかと。
　　もう少し内容的に申し上げると、虐待問題における市町村の役割というのは、さまざまな親や子供や家族に対するフォロー、ケア、サポート、いわばハードでない部分の役割を果たしてきたということでは評価が一致していると思いますが、そういう役割が今度は同じ自治体といいますか、同じレベルの自治体で相談所が設けられることによってどう変わっていくのか、これは十分慎重に検討されるべきことではないだろうかと思います。専門部会が設置されるのであれば、そのテーマも１つご検討いただきたいと思います。
　　以上です。

○網野委員長　ただいま、平湯委員から具体的に部会のテーマに関して２つご意見をいただきました。１つは、先ほど事務局の説明にもありました第１番目の内容に関して、いわゆる地域主権一括法案と関連することですが、確かに今、国会審議がどういうふうに進むか、いずれにしても方向性としてはもう今年度中に決定して来年度以降ということがいろいろ議論されています。特に時期の問題、時間の問題ということでご意見をいただきました。この進め方については、もし事務局として今後の進め方、今、平湯委員がお話しいただいたこととどのように考えながら進めていくか、もしお考えがありましたら、もう少し説明していただけますか。

○雜賀少子社会対策部長　今、平湯委員からご説明ございましたけれども、事務局といたしましては、地域主権一括法案につきましては、かなりスピードを持ってやっていきたいと考えておりますので、まず専門部会でご審議いただければと思っております。

　　それから第２点目の児童相談所の区移管の話でございますけれども、報道もされておりましたけれども、今、特に区長会のほうから児童相談所機能の区移管についての検討を行いたいという話がございまして、今後、都と区長会といいますか、区とで協議を進めていきたいというふうになっております。その際も、今、委員からもご指摘ございましたが、都では今まで区市町村に子供家庭支援センター、それも先駆型の子供家庭支援センターとして、区市町村にそれぞれ虐待ワーカーを配置し、区市町村では親のほうの支援に当たる。都のほうは、児童相談所がどちらかというと介入したり、場合によっては一時保護をするというような役割分担はある点で進めながら、区市町村との間では東京ルールという一定の整理をしながら事務を進めてまいりました。

　　今後のやり方でございますけれども、また区のほうとも十分相談をしながら、それから児童相談所だけではなくて、児童相談所機能の中には一時保護所の設置であるとか、それから先のことになりますけれども、児童福祉施設への措置といった機能もあわせて議論をしていく必要があろうかと思っております。それらも含めまして、委員長、副委員長ともご相談しながら、専門部会の中での取り上げ方については今後ご相談していきたいと思っております。

○網野委員長　それでは、第１の点ですが、かなり急いでできるだけ早くという趣旨が出ておりました。これはいずれにしても議論を進めるということになりますので、ぜひ委員の皆さん方のご意見も反映しながらということで、これはもう早急に取り組むということで考えてよろしいかと思います。その場合も、先ほどちょっとお諮りしましたが、いろいろこれからの進め方、副委員長、事務局と調整しながら進めていきたいと思いますが、またさらに委員の指名につきましても、特にこのテーマに深くかかわりのある方に、例えば臨時委員とかということでお願いするということもあるかと思います。

　　それでは、第１の件につきましては、このテーマで具体的に設置して進めるということで、さらに人選については私どものほうに一任してということで進めてよろしいでしょうか。

○平湯委員　人選のことはそれで結構かと思いますが、本日、もし時間が後のほうで余れば、専門部会だけでなくて、貴重な機会ですので、この席で意見をいただければよろしいのではないかと思います。
○網野委員長　ありがとうございます。この後できるだけ時間をとりまして、この件につきましては、もしご意見いただければと思います。

　　それでは、２つ目の件につきましては、雜賀部長からもお話がありましたが、既に進んでおります里親部会ももちろんそうですが、虐待関係の部分などについても非常に深くかかわってくるかと思います。先ほどご説明があったような、児童相談所あるいは市区町村との全体の連携の取り組み、あるいは子供家庭支援センターとの関係、これらも含めて包括的に進めていくことが大事かというふうに私も聞いておりました。具体的には、１つのテーマとして平湯委員から指摘されたようなこともありますし、これらを含めていろいろ、この後、３つの専門部会の報告もございます。それから保育とか児童虐待に関する資料の説明もいただきますので、それらをお聞きした上でさらに委員の皆さんからもご意見をいただいて、きょうははっきり決めることは難しいかと思いますが、進めていきたいということでよろしいでしょうか。――ありがとうございました。

　　それでは、この１つ目、２つ目のことについては、もしまた後でご意見もいただくということにいたしまして、非常にそれと関連しますが、各部会の審議状況について報告いただきたいということで、里親認定部会、子供権利擁護部会、児童虐待死亡事例等検証部会の審議状況につきまして報告をいただきたいと思います。この３つの部会が設置されたわけでありますけれども、前期においても活発なご審議をいただいております。
　　それでは、この３つの部会の審議状況について、まず事務局からご報告お願いいたします。

○平倉少子社会対策部育成支援課長　それでは、里親認定部会の審議状況について私のほうからご報告をさせていただきたいと思います。資料８の里親認定部会審議状況をごらんいただきたいと思いますが、過去５年の開催回数でございますが、２カ月に１回の開催ということで、毎年度６回ずつ、計３０回開催しております。

　　それから認定の審議件数でございます。過去５年、諮問件数が全体で５２８、そこに内訳といたしまして養育、縁組、専門、親族と入っておりますが、養育は、養子縁組を前提としない形でお預けをする養育家庭、養子縁組里親は、まさに養子縁組をする里親、専門養育家庭は、被虐待児などについて専門性を備えた里親にお預けするという養育家庭でございます。それから親族里親は、一定の要件を要する児童を、児童と三親等内の親族にお預けをする里親という４種類ございます。５２８件の諮問件数の内訳は書いてあるとおりでございます。
　　審議結果でございます。全体の適格数、５２８件の諮問件数のうち、適格ということでご審議いただいたものが５１１でございます。不適格ということでご審議をいただいたものが３件、再調査を要するということでご審議をいただいたものが１４件でございます。
　　なお、どのような理由で不適格となったかご紹介をさせていただきたいと思いますが、１つの事例といたしまして、里親認定基準の中には、里親の申込者と起居をともにする者のうち、日常生活をする上で主たる養育者となる者が特別に対応しなければいけない、具体的には介護などを要するような方がいる場合は、やはり里親としてはふさわしくないだろうというようなことで不適格となっているということがございます。それから再調査ということでございますが、これは調査報告書等の中で、受託動機に疑義がある、子供本位なのか、夫婦のためなのかというようなこと、あるいは児童の養育についてのご理解、社会的養護ということでお申し込みをいただくわけですが、私的なものになっていないのかどうか、そういった点でもう少し調査の必要があるというようなことですとか、お申し込みをいただいた家族全体、同居人を含めたご理解があるのかどうか、もう少し調査を要する、そのようなご意見をいただいたという内容でございます。
　　以上でございます。
○國吉少子社会対策部事業推進担当課長　引き続きまして、子供権利擁護部会の審議状況についてご報告をさせていただきます。１枚おめくりください。
　　開催回数ですが、過去５年間ということで、おおむね月１回開催しております。その年によって若干多い少ないはございますが、５年間で５６回開催いたしました。

　　審議件数ですが、左側の（１）児童または保護者の意向と児童相談所の措置が一致しない事例以下、（１）から（５）までございますが、これにつきまして審議事項でございます。右のほうで平成１７年から２１年までの過去５年間の審議件数がございます。１番の児童または保護者の意向と児相の措置が一致しない事例というのが一番多うございまして、合計で１４１件となっております。その他、児童相談所長が必要と認める事例が２４件、それから緊急を要し諮問するいとまがなく事後報告になった事例が１５件、それからその他、意見聴取した事例のその後の経過報告など５件ということで、全部で１８５件についてご審議をいただいているところでございます。

　　少し例を挙げさせていただいておりますが、（１）の事例といたしましては、先ほどご説明しましたように、児童相談所は施設入所を適当と判断しておりますが、保護者が承諾をしていない場合、それを拒否している場合などにつきましてご審議いただきまして、そこで適当と認められれば家庭裁判所のほうに申し立てをして、家庭裁判所の承認を得て児童養護施設等への入所という形になります。それからその次に、裁判所の審判による施設入所措置の期間更新でございますが、このような場合で当該措置を開始した日から２年を超えてはならないということが決められておりまして、２年に１回更新のためのご審議をいただいているところでございます。

　　次に（２）の事例が若干ございますが、これにつきましては、援助方針、子供に対する処遇の方針が、高度な専門的知識が必要と判断される事例等につきまして助言をいただいているところでございます。また、裁判所の審判により施設入所措置した児童の措置解除につきましても、またご報告等をさせていただいているところでございます。
　　３番目の被措置児童等虐待の状況報告件数でございますが、先ほど少し説明がございましたけれども、２１年度から施行された児童福祉法を一部改正する法律によりまして、被措置児童等虐待の防止のための取り組みが制度化されております。東京都といたしましては、虐待を受けた被措置児童本人からの届け出や、虐待を受けたと思われる被措置児童を発見した者からの通告に対応するために電話窓口を開設しているところでございます。その電話による通告等がございましたら、それにつきまして児童福祉審議会子供権利擁護部会のほうで報告をさせていただいているところでございます。２１年度の受理・調査件数が３１件でございました。そのうち、調査の結果、虐待と認められた件数が１２件でございます。この件数等につきましては、東京都福祉保健局のホームページのほうでも載せさせていただいております。

　　もう１枚おめくりいただきたいと思います。児童虐待死亡事例等検証部会審議状況でございます。

　　平成２０年６月に部会を設置して以降、その年度ごとの開催回数とヒアリングの実施状況でございます。平成２０年度では検証部会を６回開催しております。２１年度では７回開催いたしました。その下にヒアリングを実施した回数及び関係機関数でございますが、これは部会とは別の日に関係機関の方においでいただきまして、委員の先生方に関係機関からのヒアリングを行っていただいております。平成２０年度ではヒアリングは６回行いまして、関係機関は２４機関からヒアリングを行いました。２１年度につきましては１０回開催をしておりまして、１１機関からお話を伺っているところでございます。

　　審議の内容でございますが、平成２０年度でございます。１９年度中に発生した重大な児童虐待２０事例のうち６事例を検証いたしました。ヒアリングは、事例ごとに関係機関が一堂に会して実施しております。この結果につきましては、部会の結果及び再発防止策を「児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について」ということで報告書にまとめて、平成２１年４月９日に提言をしております。

　　平成２１年度でございますが、２０年度中に発生した重大な児童虐待２３事例のうち４事例を検証しております。４事例のうち２事例は部会による検証、２事例は児童相談所自らが検証し部会に報告するという新たな形をとっております。ヒアリングにつきましては、関係機関が一堂に会する方法及び関係機関ごとに実施する方法を採用いたしました。また、２１年度中に発生した江戸川区での事例についても緊急に検証を行ったところでございます。平成２１年度につきましては、２冊の報告書という形で提言をしております。「児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について（２２年４月２８日）」に、最初のほうの２０年度に発生した事例についての検証結果、検証の提言を出しております。その次に同じく「児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について（江戸川区事例）」ということで２２年５月１１日に提言が行われております。
　　これら報告書につきましては、児童相談所を通じまして全区市町村に対して報告をさせていただいております。また、東京都のほうでも研修会等を通じまして報告をしているところでございます。また、今年度につきましては、子供家庭支援センターと児童相談所の合同会議を行いまして、お互いに情報の共有化を図ったところでございます。
　　以上でございます。

○網野委員長　ありがとうございました。事務局から３つの部会の経過、結果についてご説明いただきました。おそらく、前期から引き続いてご就任いただきました委員の皆さんは、この部会での審議を通していろいろなことを考えておられたり、いろいろなご意見をお持ちかと思いますが、もしできましたら、少しご意見をいただければと思います。
　　里親認定部会につきましては、前期部会長でいらした磯谷委員、いかがでしょうか。
○磯谷委員　磯谷でございます。里親認定部会では、２カ月に一度審議を行っておりますけれども、児童相談所による事前調査はおおむね適切に行われていると感じておりますし、諮問される案件の圧倒的多数は里親として適格であると判断をしているところであります。私はもう単なる司会進行役でありますけれども、私以外の委員の先生方は、いずれも専門的知識と経験に基づいてきめ細かな議論をしていただいております。数字上は適格か不適格かということしか上がってきておりませんけれども、実際には各委員から有用なアドバイスが児童相談所に伝えられております。一方で、報道や児童相談所の現場において里親による不適切な養育ということもときに耳にすることがございます。今後も子供の福祉の観点から審議をしていきたいと考えております。

　　以上でございます。

○網野委員長　ありがとうございました。

　　それでは、次の子供権利擁護部会ですが、これにつきましては、前期、委員でいらした加藤委員、いかがでしょうか。

○加藤委員　前期子供権利擁護部会で委員を務めさせていただいた加藤と申します。
　　月に１回子供権利擁護部会につきましては開催しております。おおむね２時間をめどに行っておりますけれども、申し立ての事例の数、あるいは内容についてより慎重に審議をすることが必要ということで、しばしば時間を超えた議論がなされているところでございます。２８条の申し立てに至るまでの判断についてはおおむね見解が一致しているわけでありますけれども、申し立てに至るまでの児童相談所の援助経過について、総合的観点から、より積極的に今後も検討をする必要性というのを感じております。また、被措置児童等については、社会的養護の場の現状と課題というものが非常に浮き彫りになっていると、常々、委員一同感じているところでございます。一つ一つの事例について、意見をする、あるいは審議をするということだけではなく、そこから得られた検討点などにつきましても、今後積極的に検討していく、あるいは意見具申をしていく必要性を感じております。

　　以上です。

○網野委員長　ありがとうございました。

　　それでは、３番目の児童虐待死亡事例等検証部会、これにつきましては、前期部会長でいらした松原委員、お願いいたします。

○松原委員　改めて資料を見て、ものすごい回数をやっているんだなというのを実感いたしました。秋山委員、小野委員、高塚委員、平湯委員、きょうご欠席の中板委員、部会だけではなくてヒアリングにも時間が許す限りご参加をいただいております。
　　検証をしていくにつれ、亡くなったお子さんあるいは重大な障害を持たれたお子さんの、比喩的に言えば顔が浮かんでくるような、委員の方々もかなりつらい思いをしながらヒアリング等をしております。一方で、やはりヒアリングを受ける側の方々もつらい思いをされる中で、もう一度振り返りをされているのだなということをいつも実感しております。ただ、設置の目的が、今回も披露されましたけれども、再発防止をする、そのことを我々願っておりまして、そういう意味で、この検証報告２回分と、それから江戸川区の事例と計３回出しておりますが、この検証結果がまた現場で生かされていけばいいなと思っております。
　　以上です。

○網野委員長　ありがとうございました。ほんとうに子供の権利擁護にかかわる部分が、３つの部会ともが関係しておりまして、深刻さなども含めて、大変熱心に議論いただきチェックしていただいているということを改めて実感できるかと思います。

　　本日ご出席いただいているそれぞれの部会に参加しておられます委員の皆さんで何かご意見などございますでしょうか。

○平湯委員　よろしいですか。意見でなく質問になりますが、権利擁護部会の関係で２つ質問させていただきます。
　　１つは、被措置児童等虐待の関係で、虐待と判定された１２件、これについては具体的にはどういう対応をされたのかというのを知りたいのが１つと、もう１つは、児童相談所にかかってくるＳＯＳ電話について、審議会と別になるかもしれませんが、厚労省が全国の児童相談所共通電話を推進しＰＲもしているわけですけれども、手間がかかって利用しづらいという話も他方で聞きますので、東京都で判明する限りでどの程度の利用があるのかということを教えていただければと思います。

　　以上です。

○網野委員長　事務局にお答えしていただいたほうがよろしいですか。

○國吉少子社会対策部事業推進担当課長　被措置児童のほうの状況報告、まず１点目でよろしいですか。

○平湯委員　はい。

○國吉少子社会対策部事業推進担当課長　それにつきましては、被措置児童の虐待の定義が、身体的・心理的・性的・ネグレクト、これは一般的な虐待と同じですけれども、施設の中でそういうような状況を見受けた場合には、児童センターの中に通告のための電話がございますので、そちらに連絡が入ります。例えば、職員がお子さんに食事のときにすごく厳しくしかっていたとか、そのような具体的な内容から、ちょっと公園で見かけたとか、そのような内容まで含まれておりまして、それぞれの通告に対しまして、東京都の少子社会対策部の職員と児童相談所の職員で調査をいたしております。その内容につきまして権利擁護部会のほうでご報告をさせていただいているところでございます。
○網野委員長　もう１つのほうはいかがでしょうか。

○雜賀少子社会対策部長　国の全国一律の電話でございますけれども、そこからどれだけ都の児童相談所に受けたのか、はっきりはしておりませんけれども、委員おっしゃったように、全国の相談電話はナビダイヤルでございまして、そこに電話をしますと、管轄の児童相談所につなぐというシステムになっています。例えば、その場所によって何秒で幾らお金がかかりますけれどもよろしいですかみたいなことでつなぎますが、実際に機械でのつなぎ方になります。ですから、虐待の通報であったり、場合によってはご相談であったりというような内容については、正直言ってちょっと使いづらいところがあるのかなと感じております。東京都では、そのほかに直通の電話が児童相談センターには設けられておりますので、実際には直通でかかってくるという例が非常に多いというか、それがほとんどであろうと思っております。
○網野委員長　よろしいでしょうか。

○平湯委員　はい。

○網野委員長　ほかに、ご意見、ご質問はございますでしょうか。

　　よろしいでしょうか。特に今後、テーマのことでもし時間がありましたら、もう少し議論したいと思いますので、その際にもご意見がございましたら、関連してお願いしたいと思います。

　　それでは、資料がほかにもございました。その他の資料の説明に入りたいと思います。資料９、資料１０、資料１１、これはあわせてでよろしいでしょうか。それでは事務局からお願いいたします。

○多田少子社会対策部保育支援課長　保育支援課長の多田と申します。よろしくお願いいたします。私からは、お手元の資料９及び資料１０に基づいて、東京都保育計画の概要、それから保育に関する最近の国の制度改正の動向等につきましてご説明を差し上げたいと思います。

　　まず、資料９の東京都保育計画の概要からまいりますけれども、説明に入ります前に、今の東京の保育をめぐる現状ということで簡単に申し上げますと、やはり年々増え続ける待機児童への対応というのが最も喫緊の課題となっております。待機児童の問題というのは大都市特有の保育の問題とも言われておりますけれども、特に就学前児童の人口が増え続けている。特に２３区内で他の地域からの流入も非常に激しいということがございます。また、これに加えまして、昨今の経済状況の悪化によって保護者の就労等に伴う保育ニーズの増大ということもありまして、保育サービスの提供主体というのは、そもそも基礎的自治体の区市町村になるわけですが、各自治体で今、これまでにないほどの急速なスピードで精力的に施設整備等を行っておりまして、定員の拡充にも努めているわけですけれども、つくってもつくっても供給が需要に追いつかないというような状況になっております。こうした状況を背景にしながらことし４月に策定したのがこの東京都保育計画ということになります。
　　こちらの概要について、まず資料９の上から見ていただければと思うんですが、まず、計画策定の趣旨といたしまして、今申し上げました待機児童解消に向けた取り組みというのをさらに加速していくということ、それから今後の保育所の制度改正を視野に入れて子育て支援施策の方向性を定めていくということにしております。
　　計画の内容及び期間というところですが、こちらは児童福祉法に基づく保育計画、次世代育成支援東京都行動計画の後期計画ということで、計画期間は本年度２２年度から２６年度までの５年間となっております。計画について３つの理念を下に掲げております。１番目として、保育を必要とする人への保育サービスを質及び量ともに拡充する。また２番目といたしまして、多様なニーズに対応した都市型保育サービスの充実を図る。３番目が、すべての子育て家庭に対して必要なサービスを提供するという３つの理念を掲げております。
　　２番目の保育をめぐる状況のところになります。今回、この計画を策定するに当たりまして、保育サービスに係るニーズ調査を実施したところがございます。現にサービスを利用する人だけではなくて、今後働きながら保育サービスを利用したいと思っていらっしゃる、いわゆる潜在的なニーズも含めて調査をかけております。この結果、就学前児童のいる家庭の４４％が何らかの形で保育サービスを利用されたいという意向をお持ちであるという結果が出ております。
　　また、保育サービスの現状のところにまいりますが、東京都で今利用されている状況といたしましては、ゼロ歳児の１５％、３歳未満児の２６％、また先ほどの４４％に対応するものとしては、就学前児童の全体では３１％が現に保育サービスを利用されているということになっております。主な保育サービスの利用状況を下のほうに掲げております。認可保育所、認証保育所、認定こども園、家庭福祉員、保育室、それから区市町村単独施策、全部合計いたしまして、都内全体で１８万５,４７５人の方が利用されているという状況になっております。

　　１つ飛ばしまして、一番下の待機児童の状況のところをごらんいただきたいと思います。都内の待機児童数、２１年４月現在で７,９３９人で、これは１年前の数字なんですが、この１年後、２２年４月現在で申し上げますと、こちらが８,４３５人に増加しているという状況です。この待機児童数のうち、ゼロ～２歳児のいわゆる低年齢児につきましては、待機児童全体の９割以上を占めているという状況になっております。

　　続きまして、２ページをお願いいたします。これから都が目指していく保育サービスということで、基本的考え方、こちらはお読みいただければと思うんですが、次の施策の方向性のところについてご説明させていただきます。こちらは先ほど申し上げた３つの理念に基づいてさらに具体的な方向性を定めているところになります。

　　まず、「ア」といたしまして、保育サービスの量的拡充ということで、待機児童解消に向けましては、先ほど申し上げました潜在的ニーズまで踏まえて供給量を拡大していくということですので、最終的には先ほど申し上げました就学前児童の４４％という数がありますので、そこを最終目標として今後供給量についても拡充していく必要があると考えております。

　　また２番目、「イ」ですが、都市型保育ニーズへの対応ということで、延長保育、ゼロ歳児保育などの都市型保育ニーズにこたえていく、それからそれ以外にも休日・夜間保育、病児・病後児保育といった多様なサービスの供給に努めていくということでございます。

　　また、今年度から新規事業ということになるのですけれども、比較的短期間の就労形態である、パートタイム労働者向けの新たなサービスということで、定期利用保育というような新しい事業も創設しております。

　　また３番目、「ウ」になりますが、保育サービスの質の向上ということで、今、非常に急速な勢いで量の拡大を図っているんですが、それとあわせていかに質を担保していくかというところについても課題として考えております。こちらについては事業者に対する指導検査・監督のほかに、施設長、職員、それから家庭福祉員などへの研修等についても引き続き拡充を図り実施していきたいと考えております。

　　また４番目、地域における子育て支援ということで、保育所や子育て広場等を地域の子育て拠点として、地域の子育て力向上の取り組みを支援するということを掲げております。

　　４番目、事業計画の表をごらんいただければと思います。一番上の欄が保育サービス利用児童数ということで、保育全体の利用数になります。現状の先ほど申し上げました１８万５,４７５人を、計画期間終了の最終年度の２６年度には２２万８,５００人に拡充ということで、今後５年間で３万５,０００人の定員の増を図るということを考えております。

　　その他、延長保育以下についてはごらんいただければと思います。

　　続きまして、３ページ目になります。こちらは次世代育成支援のための新たな制度構築に向けてということで、国の動きについてまとめたものになるんですが、ちょっと前の状況ということで、この後、かなり国の制度改正の動きも進んでいるところですので、それにつきまして、もう１つの資料１０に今の状況を踏まえて書き直したものがございますので、こちらでご説明させていただきたいと思います。

　　資料１０に、保育所制度改正に関する国の動向ということで２つありまして、１つが、先ほど来お話がございます地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案ということで、こちらは現在、国会で継続審議中ということになっておりますが、１２月３日が国会の会期末ということなんですけれども、現在、まだ今後の審議日程については決まっていないという状況になっております。こちらの具体的な法案の内容ですけれども、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を都道府県等の条例に委任するということで、現在、国の省令等で決まっているものを今後は条例で定めることとするものです。
　　その中でも、基準について３つの分類をしております。まず①といたしまして、従うべき基準ということで、こちらは全国一律にどこの自治体でもこれに基づいて決めなければいけない基準になるわけですが、こちらに属するものとして、職員の資格基準、職員配置基準、居室面積基準、人権に直結する運営基準となっております。②が標準となる基準ということで利用定員、③が参酌すべき基準として、その他の設備・運営基準という３つの分類になっておりますが、このうち①については従うべき基準ということですので、国が定めた基準をそのまま条例でも規定していく。②、③については、地域の実情に応じて国とは異なる基準も場合によっては定められるという区分けになっております。
　　下の「※」のところを見ていただきたいのですが、ただし、保育所にあっては、東京等の一部の区域に限って待機児童解消までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規定については「標準」とするということで、大都市、待機児童の多いところを中心として特例的に標準の基準でこの部分については条例で定めることができるというふうになっております。こちらについて、児童福祉法の一部改正ということになりまして、施行日については２３年４月１日となっております。ただし、これについては１年間の経過措置が設けられております。また、もう１つの関連する法律として、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正、これはいわゆる認定こども園に関する法律になりますが、こちらについても同じように改正が行われ、こちらについては経過措置がない形での２３年４月１日ということで現在示されております。
　　以上が地域主権改革の関係になります。

　　もう１つの大きな動きといたしまして、子ども・子育て新システム検討会議というものがございます。既に新聞報道等で幼保一体化の問題等が取り上げられておりますが、この中で現在検討が進められております。明日の安心と成長のための緊急経済対策に基づいて、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステムの構築について検討を行うということで、この検討会議の中で、これまで、子ども・子育て新システムの基本的方向というのが本年４月に示され、続いて新システムの基本制度案要綱というのが６月に示されたところです。この後、また新たな検討体制が今動いておりまして、この９月からになりますが、検討会議の作業グループのもとに３つのワーキングチームが設置されております。１つが基本制度ワーキングチーム、いわゆる制度の枠組み、大枠を検討するチームです。それから２番目として、幼保一体化ワーキングチーム、いわゆる今、仮称でこども園と呼んでおりますが、そうしたものをどういうふうにつくっていくかということについて検討するチームです。最後がこども指針ワーキングチームということで、幼保一体化に伴いまして保育所保育指針、幼稚園教育要領を統合してこども指針として１本にしていくための作業グループということになります。こちらにつきましては、現在の検討を進めていく中で、２３年１月に法律案の大綱を発表し、２３年３月に法律案を国会に上程する。２４年度１年間の準備期間を経て２５年度から新システムに移行していくということで、現在、国のほうで予定されているものです。

　　説明は以上となります。

○網野委員長　それでは、資料１１をお願いいたします。

○國吉少子社会対策部事業推進担当課長　資料１１についてご説明いたします。これはリーフレットになっておりまして、ちょっと枚数が多いものですから、今、ポイントだけということで、まず１枚目をおめくりいただきたいと思います。１ページ目のところで、虐待の定義が真ん中辺にございます。身体的虐待、ネグレクト、性的虐待、心理的虐待、４つの虐待に分かれております。それから右側のページで、児童虐待防止対策に関する法律の経緯ということで、法改正につきまして年度を追って記載されております。

　　詳細はまた後ほどお読みいただければと思いますが、おめくりいただきまして、３ページ目と４ページ目になります。東京都における児童虐待への対応について、このページで簡単にご説明させていただきます。
　　まず、近隣の方から通告等、もし近隣の方が、あそこの家で虐待が行われているようだとか、また、医療機関等で虐待の疑いがあるというような場合には、住民の方から通告なりをしていただくんですけれども、都の場合には、子供家庭支援センターというのがございます。下のほうで区市町村子供家庭支援センターとございますが、児童福祉法の改正により、児童と家庭の相談の第一次的窓口は区市町村ということで、子供家庭支援センターに通告が入ることが多くございます。それからもちろん、児童相談所のほうに直接かかってくる通告、相談もございます。子供家庭支援センターで状況に応じて、これについては児童相談所のほうでかかわってほしいという場合には、児童相談所のほうに送致がされるわけです。東京都の児童相談所のほうでは、通告なりがあった場合には、緊急受理会議というのを開催いたしまして情報収集などを行い、また、場合によっては立ち入り調査などを行います。それから子供の状況によっては一時保護を行いまして、子供や家庭の状況を確認し、援助方針会議を行い、所として、子供が家に帰るとか施設入所するとか方針を決定いたします。ここで、先ほど児童福祉審議会の子供権利擁護部会という話をいたしましたけれども、援助方針会議で決定をいたしました施設入所等につきまして、親からの了解が得られない場合には、審議会のほうに諮問をかけて答申をいただくという流れになっております。

　　その後、必要に応じて子供が施設に入る場合、また、家庭に帰る場合がございますが、最終的には家庭で生活するというのが一番子供にとってよいと考えておりますので、施設に入った場合でも家族再統合のためのプログラムなどを実施いたしまして、家庭での生活に結びつくようにということで支援をしております。

　　また、最後のページになりますが、データが少しございます。左側の一番上のところに都内の児童虐待の相談に対する対応件数がございまして、子供家庭支援センターは１７年度から統計数字がございます。平成２１年度につきましては、区市町村での相談が約５,５００で、東京都のほうの相談が約３,３００ということで、全部で９,０００弱の相談対応をしているわけでございますが、都の特徴といたしましては、区市町村での相談が多い状況となっております。
　　簡単ではございますが、資料の説明は以上でございます。

○網野委員長　ありがとうございました。非常に重要な内容が幾つもございましたが、これまでご説明いただきました事柄で、今後のテーマに関連することもございますし、テーマについてもご意見いただくということを先ほど申し上げましたので、広くいろいろな立場からもしご意見ございましたら、お願いしたいと思います。いかがでしょうか。
○高塚委員　質問なのですが、ご承知のように、今年の４月から子ども・若者育成支援推進法という法律が施行されています。あの戦略マップの中に、児童相談所をはじめとする児童福祉行政も組み込まれているのですが、東京都としては、あの法律の趣旨に沿って、例えば教育や福祉、警察などいろいろな関連部局、特に児童福祉法が対象とする子供たちに、ケアという意味での情報交換であるとか、システムづくりというようなことに対する意見交換というのはおやりになっているのかどうか、まず知りたいというのが１点です。
　　なぜそう言うかといいますと、今週の月曜日に、内閣府が東京都に委託して東京近県を集めて子若法のそういう趣旨に沿ったいろいろな子供への相談にどう対応するかという研修会を開いて、それに私も呼ばれて行ったんのですが、東京都に関して言えば、ほとんどが教育委員会と、それから子供家庭支援センターから十数人来ていまして、あとは警察関係は来ているけれども、児童相談所からはどなたも来ていない。私は虐待児の検証というのをずっとやっているが、特に教育部局とどうも連携が薄いというか、交流が薄いというか、情報交換すら十分行われていない。今、きょう審議の課題に上っているようなことも、実はほかのいろいろな機関と連携しないと。そういうことも含めると、やはり東京都内におけるさまざまな相談機関やケアする対応の情報交換をきちんとやっておくことが必要ではないかと思うのですが、それについて行政としての見解があればお聞かせいただきたいんですが。
○雜賀少子社会対策部長　関係機関が常に連携しながらやっていくということは、ほんとうに必要なことで、その仕組みというのは幾つもあるんですけれども、１つには、全体としましては要保護児童の対策協議会というのがございますので、それが都全体でやるものと、各区市町村ごとにやるものと、両方があります。両方ともそうですが、特に各区市町村ごとに行っているものについては、当然、子供家庭支援センターが中心となって児童相談所も学校も一緒になってやっています。情報交換をし、それから個別のケースについて、それぞれ関係する機関が、また関係する個別のケースについては、その関係する機関がまた限られてきますので、場合によっては子供家庭支援センター、児童相談所、保健所、学校等、それぞれ個別のケースについて対応を協議しています。
　　それから、児童相談所ごとには三者協といいまして、児童相談所と民生児童委員と学校との連携協力会議というのがございますが、これはかなり児童相談所ごとに、組織ごとにまた分かれておりますので、それぞれ行っているというのがございます。ですから、全体的な協議というのは、そういった要対協（要保護児童対策協議会）と三者協、今は子供家庭支援センターを入れて四者協ということになりますけれども、それでやっているのが主なものでございます。そのほか、児童相談所と警視庁との連絡協議会とか、学校との協議会というのが別々にございまして、それぞれのところで対応しているというような状況です。

○高塚委員　地域ごとにいろいろなことをやられているというのは、私も多少は承知しているのですが、問題は、東京都として、例えば福祉部局と教育庁と青少年対策部局といろいろな関連部局がありますよね、それこそ子若法が対象とするような、そのトップの人たちのきちんとした意見交換が行われているかどうかが知りたかったということです。
○雜賀少子社会対策部長　今おっしゃったように教育庁と青少年治安対策本部というものと、それから私ども福祉保健局というのが中心になりますけれども、場合によっては生活文化局といったところも含めて協議というのは随時行っております。

○網野委員長　おそらくこのことも、今後いろいろ何を深めていくかということと、特にシステムづくりとか関連するかと思いますので、少し参考にしておきたいと思いますが。

　　ほかにいかがでしょうか。きょうは今期の第１回ということで、十分時間がありましたら、それぞれ各委員皆様方から一言ずつでも何かご意見をいただければと思いましたが、かなり時間も迫ってきておりますが、特にご発言いただけたらよろしいかと思いますが、どなたかいらっしゃいますでしょうか。
　　それでは、今回、公募委員ということで新しく就任いただいた委員のお２人の方が出席されておりますが、突然の指名で恐縮ですが、佐藤委員、高田委員、ぜひこの場で、もしご発言いただければお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。
○佐藤委員　佐藤です。現在、子供がゼロ歳６カ月と３歳の子供がおりまして、子育て中です。一都民の声としましては、やはり地域における子育て支援ということを考えていきたいと思っておりまして、国の基準を上回る施策実現を望んでおります。
　　それで、資料９の２枚目、２ページにあります施策の方向性としまして「ア」から「エ」まであると思うんですが、地域における子育て支援のところで、保育所や子育て広場等を地域の子育て支援拠点とし、地域の子育て力向上への取り組みを支援しますというところで、児童館や空きスペースなどの活用というのも考えていきたいと思っております。よろしくお願いします。

○高田委員　高田真里と申します。私は３歳９カ月の娘を持つシングルマザーです。会社経営をしながら一人で娘を育てております。
　　私の周囲には、私と同じように母子家庭でほんとうに苦労している人もたくさんおりまして、虐待の問題をニュースで耳にしたときに、やはり母子家庭とか貧困とかそういった問題も多くあるようですので、子供を一人で育てる立場として何かお役に立てることがあればと思っております。よろしくお願いいたします。

○網野委員長　ありがとうございました。

　　ほかに。

○石﨑委員　今回、新たに委員に就任いたしました石﨑と申します。時間もありませんので簡単に、ちょっと方向が違うのかもしれませんけれども、先ほど高塚先生が、教育などとの連携についておっしゃっていたと思いますが、それにもちょっと関連しますけれども、一般的にも今、私は、発達協会王子クリニックで発達障害の子供を割と見ていることが多いわけですが、発達障害に限らずちょっと気になる子供というのがすごく多くなっていて、保育園などに関しては、発達のためにも保育園に入ったらどうかと勧めているような状況があります。児童養護施設に入る方はまた少し違うと思いますが、一般的にも発達障害あるいは気になる子供たちが増えて、児童養護施設ではほんとうにそういう子供たちが増えている実態があると思います。虐待も絡んでそういう二次障害も起こってきていると思うのですね。

　東京都の保育園の方向性のところでも、受けるサービスの、量より質の向上というのも書かれていますが、やはり保育でも教育のところがなければいけないし、実際に保育園では障害児保育というのをしていると思うのですけれども、教育についても一言、事業計画の中にも触れていただければいいなというふうに思いました。

　　それから、今後、養護施設に入る子供たちについても、発達障害についての研修などは、中で、されていると思うのですけれども、いわゆる算数、国語の教育ということじゃなくて、全体的な発達支援、発達保障というところでの教育のところを、今後大人になっていく過程でかなり問題のあるお子さんたちが多いので、その全体的な発達支援教育というところを重要視していくといったところを１つの柱に持っていっていただきたいというふうに思っています。

○網野委員長　ありがとうございました。

　　そろそろ時間も迫ってまいりましたので、いろいろ今いただいたご意見、あるいはここの場だけで限りませんので、また適宜、事務局などにも気がついたことをご意見いただければと思いますが、いろいろこれらを踏まえまして、特に専門部会をどのように開くか。１つは、先ほど事務局から説明のありました中で、資料１０に深く関係する部分、地域主権一括法案に絡む東京都の特例といいますか、これを移管することはかなり時間を急ぎますので、これについては進めさせていただくということで、もう１つにつきましては、先ほど来いろいろご意見をいただいたことも踏まえまして、今期のテーマとして、こちらのほうで事務局あるいは委員長、副委員長などで協議しまして、決めていきたいと思います。その上でまたご提案したいと思います。

　　それでは最後に、事務局から今後の予定などについてご説明お願いいたします。

○稲葉少子社会対策部計画課長　今後の日程をご案内させていただきます。今後、本日設置をいただきました部会を含め、それぞれの部会では早々に活動を始めていただくことになります。子供権利擁護部会につきましては、今月１１月１０日の水曜日、夕方１８時４５分から開催を予定しております。また、児童虐待死亡事例等検証部会につきましては、１８日木曜日の１８時３０分から、また、里親認定部会につきましては、２４日水曜日の夕方１８時から開催をさせていただく予定でございます。本日選出をいただきました担当の委員の皆様にはよろしくお願いいたします。
　　また、先ほどご承認をいただきました専門部会についてでございますが、委員長によります部会委員のご指名後、委員の皆様との日程調整の上、早々に開催をさせていただきたいと考えております。
　　なお、次回の本委員会の開催につきましては、委員長、副委員長とご相談の上、改めて皆様方にお知らせしたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　　以上でございます。

○網野委員長　それでは、本日の第１回の本委員会、予定の審議を終わりました。短時間でしたが、集中していろいろ内容を固めることができまして、ありがとうございました。
　　それでは、本日はこれをもちまして終了とさせていただきます。ご協力ありがとうございました。


午後８時４３分
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